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株 主 各 位

大阪市淀川区宮原一丁目１番１号

株 式 会 社 メ ガ チ ッ プ ス
代表取締役社長 髙 田 明

第24期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第24期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご案内申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に賛否をご表示いただき、定時株主総会前日の平成26年６月19日（木曜日）午後６

時30分までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬 具

記

１. 日 時 平成26年６月20日（金曜日）午前10時

２. 場 所 大阪市中央区西心斎橋１丁目３番３号

ホテル日航大阪 ５階「鶴の間」

（会場が昨年と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図をご

参照くださいますようお願い申しあげます。）
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第24期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計

算書類監査結果報告の件

２．第24期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）計算

書類報告の件

決 議 事 項

議 案 取締役８名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださい。また、資源節約のため本定時株主総会招集ご通知をお持ちくださいます
ようお願い申しあげます。なお、受付開始時刻は午前９時を予定しております。

◎ 当社定款第16条の規定に基づき、本定時株主総会当日、代理人により議決権を行
使される場合は、他の議決権を有する当社の株主様１名に委任することができま
す。その場合は、同株主総会当日の受付において、代理権を証明する書面（委任
状）をご提出ください。
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【お知らせ】

１．招集通知について

提供すべき書面のうち、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、次に掲げる事

項につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト( アドレス

http://www.megachips.co.jp/irinfo/index.html )に掲載しておりますので、本

定時株主総会招集ご通知の提供書面には記載しておりません。

①連結計算書類の連結注記表

②計算書類の個別注記表

従いまして、本定時株主総会招集ご通知の提供書面は、会計監査人及び監査役が

監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。

また、事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに株主総会参考書類に修正が生

じ た 場 合 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト ( ア ド レ ス

http://www.megachips.co.jp/irinfo/index.html )に掲載いたします。

２．製品展示について

本定時株主総会の閉会後、会場「鶴の間」に隣接の「ホワイエスペース」におい

て、当社の製品を展示し、役員並びに社員がご説明させていただく場を設けてお

ります。お時間の許す限りご参加の程お願い申しあげます。

３．お土産について

本年より、株主総会にご出席の株主様へのお土産は取り止めさせていただきます。

何卒ご理解の程よろしくお願い申しあげます。

４．決議通知について

本定時株主総会終結後、インターネット上の当社ウェブサイト( アドレス

http://www.megachips.co.jp/irinfo/index.html )に同株主総会の決議内容等を

掲載いたします。

５．議決権行使結果について

本定時株主総会終結後、「企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号

の２」に基づき臨時報告書を提出し、金融庁ウェブサイトの「ＥＤＩＮＥＴ（金

融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム）」

( アドレス http://disclosure.edinet-fsa.go.jp/ )に同株主総会の議決権行使

結果を開示いたします。
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（提供書面）

事 業 報 告

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におきましては、輸出環境の改善や経済対策の効果などによ

り、大企業を中心とした企業収益の改善がみられるなど、景気は緩やかに回復

する状況となりました。

当社グループが属する電子機器業界におきましては、民生用電子機器及び産

業用電子機器の需要が減少し、電子機器業界全体の市場は前年同期比減という

状況で推移いたしました。

当社は、平成25年４月１日付で、川崎マイクロエレクトロニクス株式会社

（以下、川崎マイクロ）と合併し、新生メガチップスとして事業活動を開始いた

しました。当社グループは、画像や音声・音楽の圧縮伸張処理技術や通信等の

独自技術をベースに、多様なＬＳＩ製品と独創性のあるソリューションを提供

しております。また、製品企画から供給までの一貫したサポート体制を新たな

強みとして、アプリケーションやシステム企画、ソリューション提供を主軸に、

次のとおり事業を推進しております。

主に、アミューズメント、デジタルカメラ、事務機器、液晶パネル、ホーム

ネットワーク機器などの各分野においては、応用特化型メモリ、システムＬＳ

Ｉなど、ＬＳＩ製品の開発と販売を進めております。

セキュリティ・モニタリング分野においては、デジタル映像の伝送・記録を

中心とした、自社システムＬＳＩ搭載のシステム機器などの開発と販売を進め

ております。

当連結会計年度の業績につきましては、デジタルカメラ用ＬＳＩの新製品が

寄与したこと、液晶パネル向けＬＳＩ及び事務機器向けＬＳＩが堅調に推移し

たこと等により、前年同期に対し増収増益となりました。以上の結果、売上高

は584億６千９百万円（前年同期比9.0％増）、営業利益は41億７千３百万円（同

5.3％増）、経常利益は42億７千７百万円（同3.8％増）となり、投資有価証券売

却益が５億８千８百万円発生したこと等により、当期純利益は47億２千５百万

円（同16.9％増）となりました。
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当期の期末配当金につきましては、平成26年５月９日開催の取締役会の決議

により、普通配当として１株当たり34円の配当とさせていただきたいと存じま

す。配当金の算定にあたりましては、「２．会社の現況 (5) 剰余金の配当等の

決定に関する方針」の②に記載のとおり、連結当期純利益の額から「会計・決

算上の特殊要因」である川崎マイクロとの合併に伴い発生した法人税等調整額

（連結決算上の利益）23億７千４百万円を減算し、その30％程度を配当金総額と

して決定しております。

あわせて、株主優待制度も継続し、平成26年３月31日現在で100株（１単元）

以上ご所有いただいております株主の皆様に、心ばかりの品を贈呈させていた

だきたいと存じます。

② 設備投資の状況

当連結会計年度におきましては、５億８千６百万円の設備投資（無形固定資

産を含む。）を実施いたしました。

この主な内訳は、将来の競争力となる基礎技術や製品開発のためのソフトウ

ェア及び研究開発機器の導入によるもの３億２千１百万円であります。

③ 資金調達の状況

当社グループは、主に営業運転資金に充当するため、必要に応じて金融機関

から資金を調達することとしております。

当連結会計年度の資金調達について特記すべき事項はありません。当連結会

計年度末における金融機関からの借入金残高は総額42億５千万円となっており

ます。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第21期

(平成23年３月期)
第22期

(平成24年３月期)
第23期

(平成25年３月期)

第24期
(当連結会計年度)
(平成26年３月期)

売 上 高 (百万円) 36,259 35,366 53,623 58,469

経 常 利 益 (百万円) 3,320 3,262 4,120 4,277

当 期 純 利 益 (百万円) 2,288 2,127 4,044 4,725

１株当たり当期純利益 (円) 94.64 88.80 170.23 202.40

総 資 産 (百万円) 29,203 29,247 44,075 44,867

純 資 産 (百万円) 25,453 24,977 27,595 31,816

１株当たり純資産額 (円) 1,060.19 1,042.70 1,181.89 1,362.64
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況（平成26年３月31日現在）

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

名 称 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主要な事業内容

順盈投資有限公司
(Shun Yin Investment Ltd.)

629,040千台湾ドル 100.0％ 投資事業

MegaChips Technology America
Corporation

4,570千米ドル 100.0％
半導体の開発、マー
ケティング及び販売

信芯股份有限公司
(MegaChips Taiwan Corporation)

610,000千台湾ドル
100.0％
(41.0)

半導体の開発、生産
管理、販売及び技術
サポート

信芯高技電子（深圳）有限公司
(MegaChips Corporation, China
(Shenzhen Office))

8,500千中国元 100.0％
半導体の販売及び技
術サポート

(注) １．当社の連結子会社は、上記の計４社であります。
２．順盈投資有限公司及び信芯高技電子（深圳）有限公司は、特定子会社に該当しております。
３．当社の議決権比率の( )内の数値は、間接所有割合であり内数で記載しております。
４．平成25年４月１日付で当社が川崎マイクロを吸収合併し、同社は解散しております。
５．平成25年９月18日付で信芯股份有限公司を新たに設立しております。

③ 重要な業務提携の状況

業務提携の主要な相手先は、任天堂株式会社とMacronix International

Co.,Ltd.であり、当該２社とゲーム機用ＬＳＩの供給に関する製造委託契約を

締結しております。

(4) 対処すべき課題

当社グループは、世界各地で起こる社会の変化を的確に捉え、新しい価値の創

造と高い技術力により、大手企業では実現できない独創性のある幅広いソリュー

ションを顧客に提供し、人々が幸せを実感できる豊かな未来社会作りに貢献した

いと考えております。

そのために、以下のような戦略をもって事業を推進してまいります。

① ＬＳＩ事業の強化に集中的に取り組みます。ＡＳＩＣ事業に依存する現在の

事業構造を改革し、ＡＳＳＰ製品や標準ＩＣ製品の事業を立ち上げます。

② ターゲットとするＡＳＳＰ事業を立ち上げるため、マーケティングと応用技

術を強化いたします。特に海外で戦える製品を企画・開発・獲得し、海外市場

を積極的に開拓いたします。
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③ 「ＬＳＩとアプリケーションの知識の融合」を基本に、アプリケーションサイ

ドにトータルソリューションを提供する能力に磨きをかけます。

④ 迅速なマネジメントの意思決定を重視いたします。

以上のように事業活動を活性化し、2017年度にファブレス半導体メーカーの世

界ランキング15位入りを目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、なお一層のご支援とご鞭撻を賜りますよう、よ

ろしくお願い申しあげます。

(5) 主要な事業内容（平成26年３月31日現在）

当社グループは、当社（株式会社メガチップス）及び子会社４社により構成さ

れており、画像・音声・通信分野の基礎技術をベースとしたシステムＬＳＩ、自

社システムＬＳＩを搭載した電子部品及びシステム機器などの設計、開発、製造

（外部委託）及び販売を主たる業務としております。

主な製品は、ゲーム機等エンターテインメント機器向けＬＳＩ、デジタルカメ

ラ向け画像処理ＬＳＩ、液晶パネル向けＬＳＩ、セキュリティ分野向け映像監視

システム機器であり、当社及び当社の子会社において製品の設計・開発を行い、

国外の大手ファウンドリー又は国内外のメーカーに製造委託し、当社及び当社の

子会社から販売しております。

(6) 主要な事業所（平成26年３月31日現在）

① 当社

株 式 会 社 メ ガ チ ッ プ ス
本社（大阪市淀川区宮原一丁目１番１号）
東京事業所（東京都千代田区一番町17番地６）
幕張事業所（千葉市美浜区中瀬一丁目３番地）

② 子会社

MegaChips Technology America
Corporation

本社（2033 Gateway Place, Suite 400, San Jose,
CA95110 U.S.A.）

信芯股份有限公司
(MegaChips Taiwan Corporation)

本社（RM. B 2F, Worldwide House, No.129, Min Sheng
E.Rd., Sec.3, Taipei 105 Taiwan）

信芯高技電子（深圳）有限公司
(MegaChips Corporation, China
(Shenzhen Office))

本社（Room6307, Office tower, Shun Hing Square, 5002
Shen Nan Dong Road, Luohu District, Shenzhen 518000,
P.R.China）
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(7) 使用人の状況（平成26年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

739名 36名増

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

636名 350名増 40.6歳 3.7年

(注) １．使用人数が前事業年度末に比べ350名増加しておりますのは、主に、当社が川崎マイクロを
吸収合併したことに伴う転籍によるものであります。

２．平成25年４月の川崎マイクロとの合併に伴う転籍により、平均勤続年数が短くなっており
ます。

(8) 主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,750百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,500百万円

(注) 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と総額240億円の当座貸越
契約を締結しております。
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２．会社の現況
(1) 株式の状況（平成26年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 100,000,000株

② 発行済株式の総数 24,038,400株

③ 株主数 41,712名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 (株) 持 株 比 率 (％)

有 限 会 社 シ ン ド ウ 1,239,800 5.31

株式会社シンドウ・アンド・アソシエイツ 1,239,800 5.31

松 岡 茂 樹 810,000 3.47

進 藤 晶 弘 758,644 3.25

進 藤 律 子 702,600 3.01

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 671,700 2.88

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 487,700 2.09

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 474,900 2.03

松 井 典 子 447,348 1.92

青 木 未 佳 424,848 1.82

(注) １．持株比率は自己株式（689,450株）を控除して計算しております。
２．当社は、自己株式689,450株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
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(2) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（平成26年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 髙 田 明 順盈投資有限公司 董事

取 締 役 副 社 長 松 岡 茂 樹
信芯股份有限公司 董事長
事業管理室長

専 務 取 締 役 藤 井 理 之 管理統括部長(兼)管理統括部経営管理部長

取 締 役 肥 川 哲 士 第３事業部長(兼)第３事業部第３開発部長

取 締 役 佐 々 木 元 ＡＳ事業本部長(兼)第１事業部長

取 締 役 吉 清 恭 一 営業統括部長(兼)事業管理室事業担当

取 締 役 赤 星 慶一郎 －

取 締 役 游 敦 行
Macronix International Co., Ltd.上席副社長
(兼)最高マーケティング責任者
Infomax Communication Co., Ltd.社長

常 勤 監 査 役 角 正 －

監 査 役 中 西 藤 和 八幡興産株式会社代表取締役社長

監 査 役 小 原 望
小原法律特許事務所所長
日本制禦機器株式会社社外監査役

監 査 役 北 野 敬 一
北野敬一税理士事務所所長
株式会社豊能計算センター取締役
株式会社ジョルテ社外監査役

(注) １．取締役赤星慶一郎氏及び取締役游 敦行氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役で
あります。

２．監査役中西藤和氏、監査役小原 望氏及び監査役北野敬一氏は、会社法第２条第16号に定
める社外監査役であります。

３．監査役北野敬一氏は税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有しております。

４．Macronix International Co., Ltd.は、当社との間で製造委託契約を締結する主要取引先
であります。

５．当社と小原法律特許事務所は顧問契約等の取引関係があります。
６．当社とInfomax Communication Co., Ltd.、八幡興産株式会社、日本制禦機器株式会社、北

野敬一税理士事務所、株式会社豊能計算センター及び株式会社ジョルテとは、いずれも特
別な関係はありません。

７．取締役赤星慶一郎氏は、株式会社東京証券取引所の定める独立役員の要件を満たしており、
同取引所に独立役員として届け出ております。
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② 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報酬等の総額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

13名
(４)

259,970千円
( 24,900)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

４名
(３)

41,100千円
( 28,500)

合 計
（う ち 社 外 役 員）

17名
(７)

301,070千円
( 53,400)

(注) １．取締役の報酬限度額は、平成24年６月26日開催の第22期定時株主総会において年額450,000
千円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成10年２月25日開催の臨時株主総会において年額50,000千円以
内と決議いただいております。

３．上記の報酬等の総額には、当事業年度中に役員賞与として未払金を計上した次の金額を含
んでおります。
取締役 ８名 106,820千円（うち社外取締役 ２名 7,200千円）
監査役 ４名 10,500千円（うち社外監査役 ３名 7,500千円）

③ 報酬等の内容の決定に関する方針

当社の取締役及び監査役の報酬等は、競争力の源泉である優秀な人材を保

持・獲得できる水準を勘案し、当社グループの企業価値の増大及び業績の向上

へのモチベーションを高めることを重視した報酬体系としております。

具体的には、取締役及び監査役の報酬はそれぞれ定額報酬及び役員賞与で構

成しており、役員賞与は当社グループの各事業年度の連結当期純利益の５％を

上限として原資を決定いたします。定額報酬及び役員賞与の個別支給額につい

ては、取締役及び監査役それぞれ以下の基準により決定しております。

イ．取締役の報酬に関する方針

取締役の報酬は、主に社外役員で構成される報酬委員会において検討した

後、取締役会に答申し決定しております。

定額報酬については各取締役の役職や勤務形態（常勤・非常勤）に応じて、

業務遂行の困難さや責任の重さ並びに世間相場等を考慮して決定した額を、

役員賞与については各取締役の責任遂行状況を加味したうえで配分を審議し

決定した額をそれぞれ支給しております。

ロ．監査役の報酬に関する方針

監査役の報酬は、定額報酬については勤務形態（常勤・非常勤）や各監査

役の職責に応じて定められた額を、役員賞与については勤務形態（常勤・非

常勤）や各監査役の職責に応じて配分した額をそれぞれ支給しております。
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④ 社外役員に関する事項

イ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 活 動 状 況

取締役 赤 星 慶一郎

平成25年６月21日就任以降に開催した10回の取締役会のうち10回

(100％)出席しております。業務執行を行う取締役から独立した客

観的視点で経営面及び技術面に関し、各議案・審議等につき、論

点、疑問点を明らかにするため適宜質問し活発に意見を述べており

ます。また、必要な助言を行っております。

取締役 游 敦 行

平成25年６月21日就任以降に開催した10回の取締役会のうち９回

(90％)出席しております。業務執行を行う取締役から独立した客観

的視点で経営面及び技術面に関し、各議案・審議等につき、論点、

疑問点を明らかにするため適宜質問し意見を述べております。ま

た、取締役会を通じて、製品の研究開発の場面においても、必要な

助言を行っております。

監査役 中 西 藤 和

当事業年度に開催した13回の取締役会のうち13回(100％)出席し、

長年の松下電工株式会社（現パナソニック株式会社）において経営

に携わってきた見地から、適宜質問し意見を述べております。当事

業年度に開催した13回の監査役会のうち13回(100％)出席しており、

発言は出席の都度適宜行われ、意見の表明がありました。また、監

査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等が行わ

れました。

監査役 小 原 望

当事業年度に開催した13回の取締役会のうち12回(92.3％)出席し、

主に弁護士・弁理士としての専門的見地から、議案・審議等につ

き、論点、疑問点を明らかにするため適宜質問し意見を述べており

ます。また、必要な助言を行っております。当事業年度に開催した

13回の監査役会のうち12回(92.3％)出席しており、発言は出席の都

度適宜行われ、意見の表明がありました。また、監査結果について

の意見交換、監査に関する重要事項の協議等が行われました。

監査役 北 野 敬 一

当事業年度に開催した13回の取締役会のうち13回(100％)出席し、

主に税理士としての専門的見地から、議案・審議等につき、論点、

疑問点を明らかにするため適宜質問し意見を述べております。ま

た、必要な助言を行っております。当事業年度に開催した13回の監

査役会のうち13回(100％)出席しており、発言は出席の都度適宜行

われ、意見の表明がありました。また、監査結果についての意見交

換、監査に関する重要事項の協議等が行われました。

ロ．責任限定契約の内容の概要

各社外役員は当社との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を負担す

る場合において、職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がないときは、

法令の定める限度まで損害賠償責任を負担するものとする責任限定契約を締

結しております。
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(3) 会計監査人の状況

① 名称 有限責任 あずさ監査法人

② 報酬等の額

区 分 報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 57,142千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

57,142千円

(注) １．当社の子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれら
の資格に相当する資格を有するものを含む。）の計算関係書類（これに相当するものを含
む。）の監査（会社法又は金融商品取引法（又はこれらの法律に相当するものを含む。）の
規定によるものに限る。）を受けております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査と金融商品取引法上の監査
の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計額で記載
しております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定方針

当社都合の場合の他、当該会計監査人が、法令に違反・抵触した場合又は公

序良俗に反する行為があったと会社が判断した場合、当社監査役会はその事実

に基づき当該会計監査人の解任又は不再任の検討を行い、解任又は不再任が妥

当と判断した場合は、「会計監査人の解任又は不再任」を株主総会の付議議案と

することを取締役会へ請求し、取締役会はこれを審議することとしております。

(4) 業務の適正を確保するための体制

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

代表取締役は、健全な企業風土を根づかせるために、その重要性と精神を繰

り返し社内に伝えることで、コンプライアンスが企業活動の前提であることを

徹底するとともに、監査及び内部監査システムの環境整備に常に取り組み、そ

れらの機能を強化することで、適正な監査が行われる社内環境を作り出してお

ります。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

社内においては、取締役・執行役員の職務執行に係る情報の保存及び管理に

つき、全社的に統括する責任者を取締役又は執行役員の中から選任し、「文書管

理規程」並びに「文書管理及び運用標準」に基づいて、役員並びに使用人の業

務執行状況が確認できる必要な情報を文書又は電磁的媒体に記録し、また、同

規程に従い、社内の文書保存に関する規程を定めております。また、役員並び

に会計監査人は、常にこれらの文書を閲覧することができるものとしておりま

す。
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健全な内部環境のために、全社的に内部統制を統括する組織を設置し、コン

プライアンス担当部門による規程・標準の整備、社内研修の実施を推進してお

ります。また、内部監査部門は、コンプライアンス担当部門と連携し、社内の

コンプライアンスの状況を監査しております。これらの活動は監査役とともに

行い、その結果等は代表取締役に対し文書で直接報告しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営に重大な影響を与える可能性のあるリスクを、会社全体に亘り適時適切

に認識し、評価、対応するために、リスクの発生可能性に応じて対応するリス

クの順序付けを行い、これに従って内部統制システムの整備・運用を行うこと

で、事業遂行上のリスクに対処しております。

リスクの把握、評価及び対処を行うために、対処すべきリスクの明示、危機

管理のための手順の策定、その監視体制の整備、並びにこれらが有効であるこ

とを確認するための評価を定期的に行っております。また、会社全体のガバナ

ンス体制構築のため、諸規程の整備、社内情報経路の確保、内部監査を通じた

リスクの把握と改善要請及び評価を行っております。

経営に重大な影響を与える危機が発生したときの、迅速かつ適切な情報流通

の仕組みを整備しております。また、通常の業務報告経路とは別に内部通報制

度を整備しております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

業務執行ラインにおいては、統制と監視の適切な整備と体制作りを行ってお

ります。これは「業務分掌・権限規程」「稟議規程」「会議体規程」等に従い、

職務の執行の効率化を推進しつつ、すべての職務権限及び意思決定が、社内の

ルールに基づいて、適正かつ効率的に行われる組織の整備を行うものでありま

す。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

業務執行ラインから独立した監視機能を充実させるため、独立性・倫理性の

高い監視システムが機能する組織体制を整えております。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

監査役・監査役会を補助すべき事務局等の確保については、内部監査実施前

に事前に協議を行うこととしております。また、常勤監査役が会社全体に係る

重要な会議に出席し、意見を述べる機会を十分確保しております。監査役が必

要と判断したときに、会計監査人又は外部の専門家と協議を行い、適時適切な

助言を得る機会を確保することで監査業務を遂行しております。このため、監

査役の職務を補助すべき使用人は常設しないこととしております。

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役から監査業務又は内部監査に必要な命令を受けた使用人は、その命令

に対しては、当該命令の要因となる当事者に関係する取締役又は執行役員の指

揮命令を受けないこととしております。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告

に関する体制

取締役、執行役員又は使用人は、法定の事項に加え全社的に重大な影響を及

ぼす事項（可能性のある事項も含む）、内部監査の実施状況、コンプライアンス

活動の推進状況及びその内容を、速やかに監査役会に報告することとしており

ます。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、代表取締役、会計監査人それぞれと、定期的に意見交換を行うこ

ととしております。また会社は、監査役が執行役員から各担当業務の執行状況

を、随時必要に応じて個別に聴取する機会を確保いたします。

⑩ 会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制

内部監査部門が定期的に監査を実施し、必要に応じてコンプライアンス委員

会と情報交換を行うことにより、コンプライアンス上の問題や職務執行の効率

性の観点からの問題の把握に努めております。
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(5) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様への適切な利益還元を重要な経営課題のひとつとして位置

づけ、業績に応じた利益還元に努めております。その基本方針は次のとおりであ

ります。

① 企業価値の持続的な向上を目指し、革新的な新技術の創出のための基礎研究

や独創的な製品の開発、適正な事業ポートフォリオの実現、優秀な人材の獲得

など、中長期の成長に向けて資金を振り向けます。また、経営環境の変化にも

耐えうる健全な財務体質を維持するため、必要な内部留保を確保いたします。

② 剰余金の配当につきましては、配当性向30％程度、又は連結純資産配当率

（ＤＯＥ）２％程度の、いずれか高い方を基本として、連結業績、財務状況、投

資計画等を考慮し決定いたします。（但し、会計・決算上の特殊要因がある場合

は、十分考慮の上、加減算することもあります。）具体的には、次の「イ」又は

「ロ」のいずれか高い方を、１株当たりの年間配当金として決定いたします。

イ．連結当期純利益の30％程度に相当する額を配当金総額とし、これを期末時

点で保有する自己株式数を差し引いた期末発行済株式数で除した金額

ロ．連結純資産配当率（ＤＯＥ）２％程度に相当する額を配当金総額とし、こ

れを期末時点で保有する自己株式数を差し引いた期末発行済株式数で除した

金額

③ 資本効率向上のため、市場の状況、株価動向、財務状況等を勘案し、機動的

に自己株式を取得し、株主の皆様に還元するよう努めてまいります。

この基本方針に基づき次のように配当を決定いたします。

① 配当の決定は、平成18年６月23日開催の第16期定時株主総会におきまして承

認いただきました定款により、会社法第459条第１項の規定に基づき、法令に別

段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により実

施いたします。

② 配当は、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載・記録された株主様又は登録

株式質権者様に対し、年１回実施いたします。但し、会社法並びに定款の規定

に従い、取締役会決議により別に基準日を定め、配当を行うことがあります。

(6) 会社の支配に関する基本方針

当社は、会社の支配に関する基本方針は定めておりませんが、買収防衛策や濫

用的買収者から株主の皆様の利益を守ることは会社の経営上重要な事項として認

識しており、最近の企業買収動向につきまして常時情報を収集しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成26年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

【流 動 資 産】 【32,588,504】 【流 動 負 債】 【10,631,940】

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

【固 定 資 産】

（有 形 固 定 資 産）

建 物

土 地

そ の 他

（無 形 固 定 資 産）

そ の 他

（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

10,474,476

14,890,803

4,209,353

1,711,641

1,303,290

△1,059

【12,279,220】

（1,874,155）

1,047,023

289,638

537,493

（649,081）

649,081

（9,755,983）

1,669,007

1,806,942

3,539,214

2,740,818

買 掛 金 4,154,275

１年内返済予定長期借入金 2,833,332

未 払 法 人 税 等 141,461

賞 与 引 当 金 660,892

工 事 損 失 引 当 金 462,728

繰 延 税 金 負 債 2,212

そ の 他 2,377,038

【固 定 負 債】 【2,419,675】

長 期 借 入 金 1,416,670

繰 延 税 金 負 債 17,866

そ の 他 985,138

負 債 の 部 合 計 13,051,615

（純 資 産 の 部）

【株 主 資 本】 【31,262,561】

資 本 金 4,840,313

資 本 剰 余 金 6,181,300

利 益 剰 余 金 21,296,923

自 己 株 式 △1,055,975

【その他の包括利益累計額】 【553,547】

その他有価証券評価差額金 △145,716

為 替 換 算 調 整 勘 定 699,263

純 資 産 の 部 合 計 31,816,109

資 産 の 部 合 計 44,867,725 負債及び純資産の部合計 44,867,725
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連 結 損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 58,469,703

売 上 原 価 43,348,786

売 上 総 利 益 15,120,916

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,947,549

営 業 利 益 4,173,367

営 業 外 収 益 184,070

受 取 利 息 9,549

受 取 配 当 金 7,930

投 資 事 業 組 合 運 用 益 27,108

為 替 差 益 123,693

そ の 他 15,788

営 業 外 費 用 80,386

支 払 利 息 55,906

そ の 他 24,479

経 常 利 益 4,277,052

特 別 利 益 588,479

投 資 有 価 証 券 売 却 益 588,479

特 別 損 失 451,873

た な 卸 資 産 評 価 損 197,113

固 定 資 産 除 却 損 37,080

投 資 有 価 証 券 売 却 損 346

投 資 有 価 証 券 評 価 損 120,070

事 業 整 理 損 97,262

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,413,658

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 588,133

法 人 税 等 調 整 額 △900,309

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 4,725,834

当 期 純 利 益 4,725,834
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連結株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 25 年 ４ 月 １ 日 残 高 4,840,313 6,181,300 17,364,960 △1,056,030 27,330,543

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △793,863 △793,863

当 期 純 利 益 4,725,834 4,725,834

自 己 株 式 の 取 得 △48 △48

自 己 株 式 の 処 分 △8 104 95

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 3,931,962 55 3,932,018

平 成 26 年 ３ 月 31 日 残 高 4,840,313 6,181,300 21,296,923 △1,055,975 31,262,561

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計その他有価証券
評価差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平 成 25 年 ４ 月 １ 日 残 高 267,293 △2,091 265,201 27,595,745

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △793,863

当 期 純 利 益 4,725,834

自 己 株 式 の 取 得 △48

自 己 株 式 の 処 分 95

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△413,009 701,354 288,345 288,345

連結会計年度中の変動額合計 △413,009 701,354 288,345 4,220,363

平 成 26 年 ３ 月 31 日 残 高 △145,716 699,263 553,547 31,816,109
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貸 借 対 照 表
　

（平成26年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

【流 動 資 産】 【27,808,462】 【流 動 負 債】 【10,410,339】

現 金 及 び 預 金 6,334,626 買 掛 金 4,201,300

受 取 手 形 45,712 １年内返済予定長期借入金 2,833,332

売 掛 金 14,840,703 未 払 金 1,819,600

商 品 及 び 製 品 1,580,378 未 払 法 人 税 等 118,308

仕 掛 品 1,599,656 未 払 費 用 260,512

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 701,870 預 り 金 44,637

未 収 還 付 法 人 税 等 313,903 賞 与 引 当 金 660,892

前 払 費 用 371,873 工 事 損 失 引 当 金 471,755

繰 延 税 金 資 産 1,579,361 【固 定 負 債】 【2,401,808】

そ の 他 441,435 長 期 借 入 金 1,416,670

貸 倒 引 当 金 △1,059 そ の 他 985,138

【固 定 資 産】 【14,101,362】 負 債 の 部 合 計 12,812,147

（有 形 固 定 資 産） (1,778,646) （純 資 産 の 部）

【株 主 資 本】

（資 本 金）

（資 本 剰 余 金）

資 本 準 備 金

（利 益 剰 余 金）

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

任 意 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

（自 己 株 式）

【評価・換算差額等】

（その他有価証券評価差額金）

【29,026,779】

(4,840,313)

(6,181,300)

6,181,300

(19,061,140)

97,042

18,964,098

3,830,500

15,133,598

(△1,055,975)

【70,898】

(70,898)

建 物 1,022,088

工 具 器 具 備 品 419,002

土 地 289,638

そ の 他 47,916

（無 形 固 定 資 産） (642,337)

特 許 権 212,337

電 話 加 入 権 4,595

ソ フ ト ウ ェ ア 425,404

（投資その他の資産） (11,680,379)

投 資 有 価 証 券 272,887

関 係 会 社 株 式 4,639,585

長 期 貸 付 金 110,066

長 期 前 払 費 用 1,806,942

保 証 金 282,000

繰 延 税 金 資 産 3,534,691

そ の 他 1,034,205 純 資 産 の 部 合 計 29,097,677

資 産 の 部 合 計 41,909,825 負債及び純資産の部合計 41,909,825
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損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 58,286,851

売 上 原 価 43,674,898

売 上 総 利 益 14,611,953

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,390,695

営 業 利 益 4,221,257

営 業 外 収 益 222,093

受 取 利 息 及 び 配 当 金 10,021

投 資 事 業 組 合 運 用 益 27,108

為 替 差 益 169,225

そ の 他 15,738

営 業 外 費 用 80,386

支 払 利 息 55,906

そ の 他 24,479

経 常 利 益 4,362,964

特 別 利 益 1,635,813

固 定 資 産 売 却 益 12,322

投 資 有 価 証 券 売 却 益 588,479

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 1,035,011

特 別 損 失 451,779

た な 卸 資 産 評 価 損 197,113

固 定 資 産 除 却 損 36,986

投 資 有 価 証 券 売 却 損 346

投 資 有 価 証 券 評 価 損 120,070

事 業 整 理 損 97,262

税 引 前 当 期 純 利 益 5,546,998

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 531,056

法 人 税 等 調 整 額 △794,538

当 期 純 利 益 5,810,480
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株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準備金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

任 意
積立金

繰越利益
剰 余 金

平成25年４月１日残高 4,840,313 6,181,300 6,181,300 97,042 3,830,500 10,116,990 14,044,532 △1,056,030 24,010,115

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △793,863 △793,863 △793,863

当 期 純 利 益 5,810,480 5,810,480 5,810,480

自己株式の取得 △48 △48

自己株式の処分 △8 △8 104 95

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － 5,016,608 5,016,608 55 5,016,664

平成26年３月31日残高 4,840,313 6,181,300 6,181,300 97,042 3,830,500 15,133,598 19,061,140 △1,055,975 29,026,779

評価・換算差額等

純資産
合 計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合 計

平成25年４月１日残高 117,955 117,955 24,128,071

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △793,863

当 期 純 利 益 5,810,480

自己株式の取得 △48

自己株式の処分 95

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額(純額)

△47,057 △47,057 △47,057

事業年度中の変動額合計 △47,057 △47,057 4,969,606

平成26年３月31日残高 70,898 70,898 29,097,677
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年５月７日

株 式 会 社 メ ガ チ ッ プ ス
　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 西 野 裕 久 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 安 田 智 則 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社メガチップスの平成25年４月１
日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社メガチップス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
連結注記表の重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社である信芯股份有限公司が、

京宏科技股份有限公司の増資を引き受け、平成26年４月23日付で同社を子会社化している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年５月７日

株 式 会 社 メ ガ チ ッ プ ス
　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 西 野 裕 久 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 安 田 智 則 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社メガチップスの平成25年
４月１日から平成26年３月31日までの第24期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第24期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の規程に準拠し、監査の方針、職

務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図

り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要

な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な

事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記

載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社

法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決

議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ

いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告

を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社について

は、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業

報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務

の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め

ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに

連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書

及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

　 平成26年５月８日

株式会社メガチップス 監査役会

常勤監査役 角 正 ㊞

社外監査役 中 西 藤 和 ㊞

社外監査役 小 原 望 ㊞

社外監査役 北 野 敬 一 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議 案　取締役８名選任の件

取締役 髙田 明、松岡茂樹、藤井理之、肥川哲士、佐々木元、吉清恭一、赤星慶

一郎及び游 敦行の８名は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、改め

て取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株 式 数

１

たか た あきら

髙 田 明

(昭和33年４月14日生)

平成６年６月 当社取締役事業部長

100,000株

平成13年６月 当社取締役退任

平成15年４月 当社執行役員システムビジネスユニ

ット統括

平成17年５月 当社執行役員中国事業統括

平成20年１月 当社執行役員経営戦略室長

平成21年２月 当社執行役員管理本部アライアンス

戦略室長

平成21年10月 当社執行役員生産管理部長

平成22年６月 当社取締役

平成22年12月 当社執行役員ＬＳＩ事業部長

平成23年６月 当社代表取締役社長(現任)

（重要な兼職の状況）

順盈投資有限公司 董事
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株 式 数

２

まつ おか しげ き

松 岡 茂 樹

(昭和30年10月12日生)

平成４年６月 当社取締役

810,000株

平成７年11月 当社管理本部長

平成８年６月 当社常務取締役

平成10年６月 当社代表取締役専務

平成10年10月 当社ストラテジックプロダクト事業

部長

平成11年１月 当社システム事業部長

平成11年６月 当社執行役員産業用システムビジネ

ス統括兼コーポレートプランニング

統括

平成12年６月 当社代表取締役社長

平成20年５月 当社代表取締役社長兼管理本部長

平成20年６月 当社代表取締役副社長管理本部長

平成21年２月 当社取締役副社長管理本部長

平成21年10月 当社取締役副社長

平成22年12月 当社取締役副社長執行役員システム

事業部長

平成23年６月 当社取締役副社長執行役員第４事業

部長

平成24年５月 当社取締役副社長（現任）

平成25年４月 当社執行役員事業管理室長（現任）

（重要な兼職の状況）

信芯股份有限公司 董事長

３

ふじ い まさ ゆき

藤 井 理 之

(昭和41年６月９日生)

平成15年10月 当社執行役員経理財務ＩＲ担当

5,600株

平成16年４月 当社取締役

平成19年４月 当社執行役員経営企画部長

平成20年１月 当社執行役員財務経理統括室長

平成21年10月 当社執行役員財務経理統括部長

平成22年12月 当社執行役員管理統括部長兼管理統

括部経営管理部長（現任）

平成24年６月 当社専務取締役（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株 式 数

４

ひ かわ てつ お

肥 川 哲 士

(昭和33年５月３日生)

平成12年４月 当社執行役員コーポレートプランニ

ング統括

95,000株

平成12年６月 当社取締役

平成15年10月 当社執行役員システムビジネスユニ

ット統括

平成19年４月 当社執行役員システムカンパニープ

レジデント

平成20年１月 当社執行役員経営管理統括部長兼広

報部長

平成20年６月 当社取締役退任

当社執行役員顧客専用事業本部新規

ビジネス開拓担当兼新規顧客開拓部

長

平成21年２月 当社執行役員事業本部第２ＬＳＩ事

業部長

平成22年12月 当社執行役員生産管理部長

平成24年１月 当社執行役員生産統括部長兼品質保

証部長

平成24年５月 当社執行役員生産統括部長

平成24年６月 当社取締役（現任）

平成25年４月 当社執行役員第１事業部長

平成26年１月 当社執行役員第３事業部長兼第３事

業部第３開発部長（現任）

５

さ さ き げん

佐々木 元

(昭和37年12月13日生)

平成22年４月 当社執行役員第２ＬＳＩ事業部画像

関連ビジネス担当

2,200株

平成22年12月 当社執行役員ＬＳＩ事業部第３開発

部長

平成23年６月 当社執行役員第２事業部長

平成24年６月 当社取締役（現任）

平成26年１月 当社執行役員ＡＳ事業本部長兼第１

事業部長（現任）

６

きっ せい きょう いち

吉 清 恭 一

(昭和27年12月２日生)

平成25年４月 当社入社(吸収合併により)執行役員

生産統括部長兼事業管理室国内事業

分野担当
300株

平成25年６月 当社取締役（現任）

平成26年１月 当社執行役員営業統括部長兼事業管

理室事業担当（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株 式 数

７

あか ほし けい いち ろう

赤 星 慶一郎

(昭和23年２月６日生)

昭和46年４月 立石電機株式会社（現オムロン株式

会社）入社

1,000株

平成９年６月 オムロン株式会社 取締役ＥＦＴＳ

統括事業部長

平成11年６月 同社取締役退任

執行役員常務

平成13年６月 同社執行役員専務

ヘルスケアビジネスカンパニー社長

平成15年７月 オムロンヘルスケア株式会社代表取

締役社長

平成20年６月 オムロン株式会社取締役副社長

平成23年６月 同社取締役退任

平成25年６月 当社取締役（現任）

８

いう どぅん しん

游 敦 行

(昭和27年10月20日生)

昭和59年４月 Modular Semiconductor, Inc. の 創

業者兼メモリ設計マネージャー

－株

昭和60年２月 Austek Microsystem, Inc.入社

メモリ設計マネージャー

昭和62年11月 Dynasty Technology, Inc.の創業者

兼社長

平成２年４月 Macronix International Co., Ltd.

上席副社長（現任）

平成７年３月 同社製品開発グループ責任者

平成11年３月 同社最高執行責任者

平成15年３月 同社インテグレイテッドソリューシ

ョングループ責任者

平成19年１月 同社最高マーケティング責任者（現

任）

平成19年１月 Infomax Communication Co., Ltd.

社長（現任）

平成25年６月 当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

Macronix International Co., Ltd.

上席副社長兼最高マーケティング責任者

Infomax Communication Co., Ltd.社長

― 29 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月15日 20時47分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.40 20131220_01）



(注) １．游 敦行氏は、当社との間で製造委託契約を締結しているMacronix International Co.,
Ltd.の上席副社長であり、同社は当社の主要取引先であります。その他の各候補者と当社
との間には特別の利害関係はありません。

２．赤星慶一郎氏及び游 敦行氏は、社外取締役候補者であります。
　 なお、赤星慶一郎氏は、株式会社東京証券取引所の定める独立役員の要件を満たしており、

同取引所に独立役員として届け出ております。
３．社外取締役候補者の選任理由

(1) 赤星慶一郎氏は、立石電機株式会社（現オムロン株式会社）に入社以降、経営企画、経
営戦略、事業統括などの業務を歴任され、オムロンヘルスケア株式会社の代表取締役社
長、オムロン株式会社の取締役副社長として企業経営にも携わりました。企業経営者と
しての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくため、社外取締役とし
ての選任をお願いするものであります。

(2) 游 敦行氏は、半導体の設計エンジニア・設計マネージャーなど一貫して半導体開発に
携わる一方で、当該技術を活かした会社を起業し、社長として日米大手半導体企業向け
の販路を獲得、Macronix International Co., Ltd.においては、上席副社長として同社
の立ち上げから現在に至るまで経営に深く携わっております。技術者並びに企業経営者
としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただくため、社外取締役と
しての選任をお願いするものであります。

４．赤星慶一郎氏及び游 敦行氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役とし
ての在任年数は、本総会終結の時をもって両氏とも１年であります。

５．当社は社外取締役として有用な人材を迎え、社外取締役が期待される役割を十分発揮でき
るよう、当社定款において社外取締役との間で、当社への損害賠償責任を一定の範囲内に
限定できる契約を締結できる旨を定めております。これにより、赤星慶一郎氏及び游 敦
行氏は、当社との間で、責任限定契約を締結しており、当社の取締役の地位にある場合は、
当該契約を継続する予定であります。
　その契約内容の概要は次のとおりであります。
・会社法第423条第１項の損害賠償責任を負担する場合において、職務を行うにつき善意
でありかつ重大な過失がないときは、法令の定める限度まで損害賠償責任を負担する
ものとします。

　

以 上
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至西梅田

関西アーバン
　　　　銀行

地下鉄

長堀鶴見緑地線

⑧

四
つ
橋
筋

御
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筋

心
斎
橋
筋

会場ご案内図
　

株主総会会場 大阪市中央区西心斎橋１丁目３番３号

ホテル日航大阪 ５階「鶴の間」
　

　

〈交通ご案内〉

　 地下鉄御堂筋線・長堀鶴見緑地線 心斎橋駅８号出口に直結
　

（お知らせ）
・会場が昨年と異なっておりますので、お間違えのないようにお願い申しあげます。

・駐車場のご準備はいたしておりませんので、あしからずご了承くださいますようお

願い申しあげます。

・本年より、株主総会にご出席の株主様へのお土産は取り止めさせていただいており

ます。何卒ご理解いただきますよう、お願い申しあげます。
　

環境に配慮したFSC®

認証紙と植物油インキ

を使用しています。
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